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帝政期ロシア初等学校教授言語政策史について

塚本智宏

ABSTRACT Chihiro TSUKAMOTO， The History 01 Language Policy in Basic 
Schooling in Russia during EmPire Period. 

This ραρer will examine the language Jうolicyintroduced in basic schooling in 

di酔rentethnic regions 01 the Russian EmlうireIrom the 1860s to the ρost-
revo lutionaryρeriod， 1905. This study reviews the essence 01 what hαs been 
knoωn by researchers 01 History 01 Russian em，ρire as 'the teaching in mother 
tongue' 01 each ethniciちJ. Moreover it reveals the imρact in each region 01 the 
Russian language teachingρrinciples im.ρlemented by the imlりerialgovernmentω 

well as the ωay this policy was rejected during the revolutionaηjうeriod01 1905 by 
each ethnicity. 

O.はじめに

1860年代文部省学校制度改葱の諜題 一身分性と民族性の原理一

207 

186θ年代の文部省学校制度改革を主導したA.V.ゴローヴニンが，その改革にあたって特に

重要な課題のひとつとして考えていたことは，教育行政の不統ーという現状とその打開につい

てであった。彼は，改革に関する総括的文書のなかで，各種教育機関が様々の省庁によって管

轄されている現状では「均等に進歩的な運動をすすめることは不可能である」とし，また，そ

の「進歩的運動」を組む行政不統一について， 19世紀半ば以携の西歌での国民国家の形成をめ

ざす動きを意識しながら，次のように述べている。「結局，多様な形で発達せしめられる国民的

教育の性格と方向において，他関では強力に民族的な精神間tsionaliniidukhの発達を促し，

また，社会の様々の階級や身分の統合obiednienieや一体化sliitiiaを促しているところの，統

一性が得られないのである。J*l

ツアーリズムの近代化を志向する「大改革」は，その初等教育分野において， 1862-3年ま

でに，国民統合の一手投，大ロシア民族内の主として下摺身分の統合に伴う国民学校制震の創

出(積々官庁が管轄していた解放前の初等学校制度の再編・統合)をほぼ決定的にするが，そ

の方向がほぽ確定した段階で，本論文でみるように，ポーランド情勢の急変のなかで，大ロシ

ア民族以外の民族に対する閤有の初等学校制度を創出・整備しはじめることになる。このプロ

セスはゴローヴニンの言葉を信りれば，.社会の様々の階級や身分の統合や一体化」という政策

課題の一定の見通しができた段階で，同時に，ロシアにおける「民族的精神」の発達をめざす

政策課題の追求を開始するというプロセスであった。このことはまた， 60年代以捧の教育制度

の涯史的展開を展望するなら，国畏統合を阻む身分性原理の後退の方向確定と河持に，しかし，

あらたに国民統合を阻む別の鹿理，あるいは，帝国支配のための原理，民族性原理が顕在化す

ることになったといえる O つまり，帝国の大ロシア民族以外の種々の他民族の統合という新た

な難題に直面することになった。



208 教育学部紀要第80号

近年我が国のロシア史研究において個別民族問題に関する研究がかなりの進展をみせている

がぺそれらに触発されつつ(とはいえ個別地域に存在する捜数の畏旗聞の問題に関する議論に

は触れられないが)，本論では，上記1860年代以降1905年革命直後までの，ロシア帝閤全体と

しての初等学校制度，特に教授言語に関する綾史を中心に，その概観を試みる。以下，まず，

1860年代改革期のロシア語教授原則の「確立J，その内容と性格について検討し，次に， 60年

代後半以降90年代に歪るまでの帝国ロシア各地域・各民族の教授雷語に関する制度展開を追跡

し，それらが1905年革命後においてどのように変化するのかを検討する(教員養成・採用の問

題は重要だが本論では扱えない)。ここでの考察の主眼は，現在一般に「母語による教育」と呼

ばれ，議論されている対象の麗史的内実を明らかにするところにある。

1. 1860年代のロシア語教授原真Ijの確立

本章では，ヨーロツパロシア中央部，すなわち，大ロシア人が支配的な諸県で，最終的には

ゼ、ムストヴ、ォ制が施行(1864年1丹)された 34県を対象地域とする 1864年初等国民学校規程

の成立過程を検討し，そこで確立するロシア語教授原則(規程第4条 r初等国民学校での教授

はロシア語で行われるJ)の内容と性格について明らかにする。

1. 1864年初等臨畏学校規程の対象地域・民族

1864年規程が対象とする地域について，ゼ、ムストヴ、ォ34県に限定された経緯について触れて

おこう。改革準備の前半，政府内ではこの時期の初等教育改革の主自的，すなわち，農奴解放

前の各種下膚身分に対応した初等学校諸制度を統合する課題が共通認識となり改革案の一定の

完成をみるがぺ 1862年初頭以棒，特に 1863年に入ってポーランド一月蜂起の富後その民族運

動の影響下にあった西部諸県での初等教育政策の着手の必要性から，北西部6県(ヴイノレノ，

コヴノ，グロドノ，ミンスク，モギリョーブ，ヴィーテプスク)すなわちりトワニア 3潔とベ

ラルーシ3県，および，南西部3県(キエフ，ポドリスク，ヴォルィニ)すなわち，ウクライ

ナ右岸の地域についての臨時特別法を策定する方向が確認され，当初国民学校規程に含むこと

が予定されていた西部地域が徐外される契機となった。その後， 1864年1月公布のぞムスト

ヴ、ォ制施行地域が西部を除く「大ロシア」諸県34燥に摂定され，ゼムストヴ、ォが財政基盤等の

脆弱な地方初等教育行財政の一端を担う機関と位鷺づけられることによって， 64年規程が最終

的に「大ロシア」諸県34県に限定されることとなったのである。この結果，先の両地域は， 64 

年規程の適用外となり，この規程成立以前1863年3月に成立していた北西部国民学校臨時規則

は「臨時」という性格が消失し，後にそのまま地域特別法となり，他方，南西部の特別法につ

いては政府内での学務官庁と宗務官庁との対立が原閣で成立が遅れ，ょうやく 1869年に地域特

別法が成立する。このような経緯で3地域閤有の国民学校規躍が成立するのである叫。以下に，

教授宮語の「母語j 利用に関する政府内の議論を概観するが，そこには西部諸祭の動向が大き

くf乍用している。

64年規樫の適用地域あるいは適用民族について，付け加えておくべきことは，この規程は，

改革準備の当初から上記以外の地域の初等教育の問題には全く関与していない，あるいは，関

与できないものであったことである。「王悶」ポーランドについてはいうまでもなく，バルト海

沿岸3県，カブカース地域については文部省の管轄外にあった。さらに，大ロシア諸県内部と



帝政期ロシア初等学校教授言言語政策史について 209 

いえど，当然大ロシア人以外の民族を含んでいなかったわけではない。西部と接する諸県には

ウクライナ人あるいはベラルーシ人が，また，東方諸県のヴォルガ河沿いには「異族人J が居

住しており，その教授言語の問題は周有に存在したのである。

2 .教脊相ゴローヴニンと 1861年の闇民学校規緯案

1862年に至るまでの諸法案は，エルショーフが述べるように，教授言語については言及がな

い。 1861年米までに初等学校に関わる法案は，文部省が自らの管轄下の国民学校を含む初等・

中等教育改革法案と農民改革に関連して文部省以外の管轄の学校をトータルに普及しようと計

爵した法案のニ法案がつくられていたが， 1862年1月に，文部省がこれらの案に関する意見を

轄取するために広く意見を公募することが決定された。教授言語の問題が広く議論されはじめ

るのはこの時期以降のことである。地方で，これも問時決定であるが，先述の西部地域に関す

る国民学校政策の立案が始まる。政府内で言語政策そして教授言語の問題に関して議論がやり

とりされるのは 1862年以障のことである。

文部雀に集められた大ロシア諸原以外の地方から収集された見解だが，エルシヨ}ブによれ

ば，母諾 (f地方語Jの利用に反対する意見は，論証はなくアプリオリに主張するもので，地

方詣での学習は異種の民族を他の住民から分離させることになり，国家的政治的な原理や思想

を実現することの障害となり，また他の多くの望ましからざることを招来するというもので

あったという。

これに対して， f也の多くの意見は，地方語での学習を実施すべきである，それは，教育学的

にみても，また，国家的利害からしでも当を得ているとみるもので，次のような主皆の見解で

あった。「母語でなくロシア語での学習を強制することで，一方では，教育への意欲をそぐこと

になるし，他方では，民族聞に政府によって期待されている接近 (sblizhenie)ではなしその

両者の関係を断つことにもなると……J*30 

反対派の地方語利用による「分離」主義への不安と政治的支配のための共通ロシア語要求と，

それに対する賛成派のロシア諾強制による他民按の教育思避への懸念，むしろ地方語利用によ

る民族問「接近」への要求との対立であったが，政府上層の議論においても，同様の対立構図

であった。ただし，初等教育の教授言語を母語とするか否かという議論ではなく，以下にみる

ようにかなり限定されたものであった。

1863年夏から 1864年初頭にかけて盟家評議会において教授言語の問題が議論されている

が，文部省は，ロシア語教授原期を前提としたよで，地方語利用賛成派の声を吸い上げた。つ

まり，最終的にはロシア語教授を展望しながら，地方語の初期利用から漸次ロシア語での教授

に移行するという案をまずは国家評議会に提出した。

1863年2月の「国民学校規定案」では，模範囲民学校に関する教授はロシア語で行われると

規定した第12条の注は f母語rodniiiyazikが大ロシア語でない地域では，教授は初め地方方

雷 (mestnoenarechie)で行わなければならない。しかし，生徒のロシア語の上達に従い漸次

ロシア語に移行しなければならない」と規定している。

ゴローヴニンのこの点に関する主冒説明は，次のとおりである。

「母語が大ロシア諾でないところでは……，思うに，国民学校での学習を地方方雷で始め，続

いて漸次専らロシア語に移行していくことが極めてE重要である。国民学校の学習は宗教的教示

と生活に必要な知識の伝授を通じて生徒を発達させる自的をもっている。かりに教師が学校入
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学のその最初の日から彼らにとってはわずかしか理解しえないそのような言語で彼らと話し，

彼らに説明することを強いるとすれば，上記のような意味で子どもに教育をうまく実行するこ

とが可能であろうか。そのようなほとんど知らない言葉と表現のただ機械的な暗記による学習

は，発達をt足すこともないし，むしろ学校に対する嫌悪を引き起こすことになりはしまいか。」料

このようにそもそも初等教育の目的を果たすために地方語の初期利用は不可避，また，地方

の見解にあったように，ロシア諾強制は学校への「嫌悪」の誘困となると述べているのである。

さらに，西部諸県での政策動向，すなわちそこでは 1862年から「ポーランド的要素J並び、に「カ

トリック要素」に対抗して「ロシア的要素j (ロシア語)と正教を対寵する政策を展開していた

がへこれを意識しつつ次のように付け加えて，ロシア諾強制の弊害を強調している。「このこ

とは，国民学校がロシアの代表的要素であり，ロシアの影響の手段となるような地域において

はなおさら政治的理由から有警のものになってしまうのではないか。これらの事情が，そこに

然るべき注意を向けざるをえない，そのような重大な意義をもつのである。J叫

ところで， 1863年3月には内務政策主導で北西部菌民学校臨時規則が成立していたが，その

第四条は，由民学校の教授はロシア諾?なされると規定したのみで，例外を認めるような住は

いっさい付されなかった*らまた，この誼後のことであるが 6丹には南西部(ウクライナ)に

関して，内相ヴアノレ}ヱブがウクライナ文化運動を背景とするウクライナ語弾圧に関する有名

な秘密指令を出し，ゴローヴニンには，ウクライナ語を「存在そのものが疑わしい雷語j，その

「大衆に使われている方言Jは，ポーランドの影響によって歪められたロシア語である，などと

手紙を書き送っていたことよく知られているとおりである *8 ゴローヴニンが先の主皆説明の

なかで I政治的理由jVこ言及したのはこのような状況，また，ヴァル…エフの見解を強く意識

してのことであった。

3 .掴家評議会における議論

先の文部省案は，模範臨民学校の設置が時期尚早として退けられた後，二次案「初等国民学

校規程案」が作成され， 1863年7月に国家評議会に提出された。その法案の第4条「初等国民

学校での教授はロシア語で行われる」の規定には Iただし，初期の口頭説明に際しては地方方

を認める」との注が付記されていた。審議の詳細は不明であるが， 9月の国家評議会の法律

経済合同部門会議で注の削除が求められる結果となった。しかし，翌年1丹の罷家評議会の全

体会議において，おそらく文部省からと思われるが，住の付記を求める再提案，すなわち

校でのロシア語識字の初期学習に際しでは，地方方言での口頭説明が許されるJがなされ，再

び議論となった*90

賛成派は I閤民学校での初歩的学習は，地方方言なしにうまくいくはずがない，学校での生

徒に対する初歩的識字の説明は地方方蓄に基づくことが不可欠であるj，それは Iロシア帝国

の地方方言はその差異は棺互に際だったものであり，ロシア語識字や算構の学習は地方語で

の口頭の説明によってのみ可能である。……このため，学校での真の教授はロシア語で作わな

ければならないということを認めつつ，ロシア語識字の初期の口頭での説明に際しては地方方

雪を補助的手段とすることは避け難しりと。

先のゴローヴニンの説明にあった学習初期段階の一般的な地方方雷利用の確認ではなく，ロ

シア語識字の教育に限定して，なおかつそれを「補助的手段J としてのみ地方方言利用を許饗

するという形に譲歩しての再提案であった。この提案に関しての賛喜子は，この注記を法として
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規定するか否かという点をめぐって分かれた。というのも，反対派は，ロシア帝菌の多くの地

域の国民学校で，学審教科の口頭説明に際して，現状では，地方方雷の補助なしにすますこと

はできないということ，つまり事実としてそれは有り得るとこれには向意したからであるo

地方方言利用賛成派は r口頭説明の際の地方方言の利用が，まず，法の侵犯とならないよう

にするため，また，国民教育の迫害や圧迫に対する口実となりえないようにするためJ，この点

につき r国民学校の法令において肯定的に表明すべき」とした。つまり，実態として承認しう

るのであれば，これを「肯定的J に制度化すべきであり，さらに，先の西部諸県での政治状況

から推察されることだが，地方方言の使用を明記せずにその使用を全く認めないかのような規

定であれば，それは非ロシア語住民に対する「追筈」や「圧迫」に対する不満を生み，政府批

判の「口実J を与えることなってしまう，そういった状況を回避しうるというのが，賛成派の

立場であった。

これに対して反対派は，法においてそれに言及することは逆に「無用であるし，有害でさえ

あるJ と主接した。それはおよそ次のような理由からであった。「何らかの圧迫に対する口実」

というのは，この言語の問題に眼らずいくらでもありうる，つまりとるにたりない根拠である

と。そして，注記をすることが逆にロシア語使用を閉避する「口実」を与えることになると以

下のように述べていた。「逆にもしかりに，国民学校に隠する規程そのものに地方方言の許可が

規定されるとすれば，このような状況だけで，すなわち，口頭での説明というそれだけを口実

として，教授におけるロシア語使用を回避することを響易にしてしまう……」と。

これが議論のすべてである。このようにみてくると，この教授言語をめぐる議論は，例えば

いかにロシア化政策をおしすすめるか否かといった積極的な議論ではなく， 60年代の不安定な

政治状況から推して今後その状況をさらに刺激しないがためにいかにあるべきかといった，た

ぶんに保守的な議論であった。

この最終会議では，ロシア語での教授によって学校忌避が生まれるという地方語利用賛成派

の論点、も再びだされたが，これは無視されたまま，結局，反対派が賛成派をおさえ(27名反対，

15名賛成)，国家評議会は， 9丹の法律経済合同部会でこの注規定が閤除された欝の r政府は

まず何より，地方方言ではなく，共通のロシア語識字を発達させることに配慮せねばならない」

という理出の再確認で終わったのである。こうして， 1864年規程の第4条は r初等国民学校の

教授はロシア語で行われる」とのみ規定され，注はいっさい付記されなかった。

このような議論の経過を振り返るなら，この改革期の段階で教授をロシア語で行うとする制

度原則(例外は規定しない)は確定したが，しかし，それはけっして少なくない反対の意見を

退けての確定であったこと，また，実態として rj也方方言」の利用を黙認することも念頭にお

かれてのことであり，ロシア語以外の言語を一切許容しないというわけではなしその点であ

いまいな部分を残していたのである。

しかし，後の教授言語制度・政策の展開を考えるうえで，この聞の教授言語政策の在り方に

関わる議論のなかで確認しておくべきことがある。文部省の最初の案は1.地方語の初期利

用承認から漸次ロシア語移行という案であり，続く案が限定的な， 2.補助的手段としての地

方語の初期利用容認という案であり，いずれもロシア語教授原則を前提としつつその例外・逸

脱の在り方でふたつのパターンを考麗していたという点である。
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4， 1864年初等臨民学校矧聾への解説論文

1864年，上記のような眼定された地域で，ロシア語教授原則がほぼ確立したとはいえ，この

設階では，なお，ロシア中央部 34県内の小ロシア語(ウクライナ語)利用地域，ベラル…シ語

利用地域，そして，異族入居住地域，また文部省が政策上蓋接関わりえない地域を含めて考え

るなら，帝菌全体の一様な教授雲語政策というのは未確立であった。 1864年規程に対する文部

省の解説論文 (r文部省決定集」に掲載)はこのことを如実に示している。そこでは， 64年規程

の成立に関わる論点下III，帝国のあらゆる国民学校においてロシア語すなわち大ロシア語での

学習を必須のものとすべきか，あるいは，地方語や方替をも許可することが必要であるか」を

提示する形で次のように説明されている *100

「帝国のすべての住民が，支配的な言語，ロシア語を知っていることを要求することは自然な

ことのように思われる。しかし，このような要求をロシア語が全く使用されていない諸地域に

居住するあらゆる異族人に関しでも設定することは不可能である。このため，現在，バルト海

沿岸地域のあらゆる下級の悶民学校において，ロシア語は全く教授されていない。

また，支配的な方言がロシア語，すなわち大ロシア諸に近似している地域で，住民の大部分

が正教信仰に属している地域，例えば，小ロシアとベラルーシがあるが，ここではロシア錯す

なわち大ロシア語が，生徒に十分理解されるとはいい難しこの結果ここでのそれのみの学習

は学校でかなりの障答にぶつかっている。……かかる地域では，国民学校の学習科自の説明は，

地方方言をもって開始し，これに続いて漸次本格的なロシア語の使用に移行することが極めて

重要である。(中略)

この方針は，当然のことながら様々のロシア諾諸方言に対して大ロシア語が優勢であるよう

なそのような地域には，適用できないしすべきではなしベラルーシや小ロシアのみに適用し

うるものである。J*l1

このように，この64年の段階では1. r様々のロシア語諸方言に対して大ロシア語が鍾勢

であるようなそのような地域J，すなわちゼムストヴォ34県ではロシア語でのみ教授を行うが，

2， r奥族人J (ここでは極めて広くこの概念が使われているが)の居住地域，例えば，パlレト

沿岸諸県ではこのj原剣は適用されえない 3，さらに，また，ベラルーシと小ロシアのような

大ロシア語に近似した方言が支配的な地域では，ロシア語教授を原則とするが，地方方言から

ロシア語への漸次移行が認められるべきである，といった 3種の区分がひとまず考えられてい

たといえる。

II.異旗入居住地域及び辺境地域における教捜雪語雷籍制度の農開 (1870-1890年代)

本主主では， 64年規桂成立後において，ロシア語教授原則が帝闇全体においてどのように一般

北していくのか，あるいは地域毎・民族毎のその原則から例j外・逸脱のバリアントがどのよう

に形成されていくのか検討していく。

1. 1870年巽族人数資規尉

さて，先の文部省の解説論文に現れた異族人教育の問題(とはいえ，そこでの異族人概念は

きわめて広く使われていたが)，まず、は， 34県の中に位置したカザン県等に集中する沿ボルガの

東方異族人の教育言語の問題が未解決であった。この点、については奥村が明らかにしているよ

うに， 1866年異族人教育問題を審議していた特別委員会が1864年規轄の第4条に，タターノレ，
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チュヴァーシ，チェレミスらの民族を対象とする学校において，その地方の毘有の言語の使用

を可能とする注記を求めたが， 67年文部省学構委員会はこれを拒否した *1。文部省は，この後

これを独立に扱い， 1870年異族人教育に関する一般的な規則 rロシアに居住する異族人の教育

方策について」を策定する。

この規則は，他の学校規程が地域区分規程であったのと異なり，いわば民族区分規程であっ

たところに特徴がある。イスラム系巽族人を除けば，キリスト教化した異族人を「ロシア化」

の進符度合い(これはロシア語普及の程度とほとんど同義)に応じて区分し，それに対臨させ

て教授苦語の方策のパターンを定義したものである。規員りでは r異族人の母語たる方雷はいず、

れの時期であっても初歩的教授の手段」であることを「共通」の原則として，つまり，その方

はロシア語での教授を原則として常に「手段」の位置にあることを擁認しながら1.rほと

んどロシア化 (obruselie)されておらず，ほとんどロシア語を知らない者」の子弟の教育の場

合は，その異族人特別学校において，初歩的教授は r異族人方雷」で行われ…ーその方言によ

る教科書を利用して学びその後ロシア語に移行するという方策，また， 2. r生来のロシア人と

異族人とが混在する地域」では，原則としてロシア語による教授が行われる蹄者共通の学校を

つくり，その擦「その地方の異族人方言は，口頭説明にのみ利用を許容するJという方策であっ

た。さらに 3.rロシア人住民と漉在する十分ロシア化された異族人J のためには rロシア

入学校共通の慕準」に従って「初等国民学校」を設置するというものであるべ

このように，この規則は，居住地域の「ロシアイ七J (ロシア語普及とほとんど陪義であろう)

の浸透状況にあわせて，大ロシア人とはもっとも速い寄在から，大ロシア人に近接する民族へ

と議論をたて1.教授言語の地方方言初期利用からロシア語移行を認める地域 2.ロシア

語を教授原則とし r補助手段」として初期の口頭説明に際してのみ異族人方言利用を許容する

地域，そして， 3. 1864年規程の適用地域となっているのである。既にみたように62年以降の

国家評議会審議に現われていた教授言語方策に関する枠組みがここに再現されていることを確

認できるが，さら重要なことは，成立した 1864年規躍のロシア語(のみ)教授原則からみれば，

3， 2， 1の顕でその原則からの逸脱・例外の許容範囲を拡大するものであり，しかし，問時

にしにおいて限界づけられているのである。端的にいえば， 1864年規程がロシア諾(のみ)

教授言語の原則を規定したとすれば，その逸脱・例外の限界を 1870年の異族人規則が規定した

のである。実路，後の政府の各地域での教授言語政策は，この原則と例外の限界内において推

移する。また，その例外の多様な在り方にその地域の麓史性，民族性，あるいは，支艶・被支

配民族の攻めぎあいが現れることをみるだろう。

2.西部諸擦における教授用語政策 (1860年代一1890年代)

ウクライナに位讃する南西部3県については，内務政策と教育政策の両省庁の聞に確執が

あったことは既に述べたが， 1866年に文相がゴローヴニンから高西部国民学校問題で対立して

いたトルストーイに交替する墳から，文部省もウクライナ語の徹底した弾圧策に荷担するよう

になる。 1869年のこの地域特別法「キエフ，ポドリスク，ヴォルィニ諸県田民学校規寝」第5

条では r南西部地方の国民学校のあらゆる教科は，ロシア語で教授される」とのみ規定され*3，

64年規寝の解説論文で述べられていたように，この地域限定の規程としては地方方言の初期利

用の注記の余地がまだ残されていたが，注記は付されなかった。というより，中井が明らかに

しているようにウクライナ言語・文化の弾圧(1876年エムス法の特別法，そこでは教育施設で
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のウクライナ語使用が完全に禁止される刊に向かつて系統的な弾圧策が準備されていく中で，

ゴローヴニン期に許容された方言の初期利用は，完全に無視されていったのである。ウクライ

ナは教授言語政策において大ロシア諸県と全くかわるところがなかった。

ベラルーシおよびリトワニアの両地域にまたがる北西部6県は，先に示したように 1863年の

臨時規期では，基本的に教授言語をロシア語とするという点で原則はゆずられていないが，実

は次の点で大ロシア諸県と異なっていた。同規則で「ローマカソリツク教信仰に属する子弟に

対しては，神の法は，同信仰の神の法教員によって，その地方の方言で教授されるJ (18条)と

あるように，これは特にリトワニア地域を念頭においた規定であり，宗教教育を例外としてい

たのである。しかし，注目すべきはこの規定に関するその後の展開で， 1892年にはそれをロシ

ア語で行うことを決定するに至ったことである。この点について，ロジェストヴェンスキーに

よれば， 63年規則では地方方言となっていたが r続く政府の施策によってロシア諾が徐々にそ

れにとってかわり，地方方雷は，学習初期の補助的手段の地位におとしめられてきた」という。

この決定はヴィルノ学区総監の提案であったが，その提案理由は既にロシア語を会得した非正

教信仰の者が十分な数に達したというのである *50 その十分な実態があったかどうか確認でき

ないが，ロシア語教授原則を公然と正教以外の神の法教育にまで及lましたのは，この地域のみ

である。この直後編纂された 1893年法典第3549条によれば rローマカソリック教信仰に麗す

る子弟に対しては，神の法は，同信仰の神の法教員によって，旦之Z重宝行われる」とされ，
ただし r学習の第一学年期には，必要な場合，この科自の教授に際して地方方雷……の使用が

許されるJ*6と，神の法教授においでさえ，地方方雷は，学留初期の例外的な使用の位置に格下

げされ，限りなく大ロシア諸県地域の規定に近づいていた。

3. r辺境J地域・異族入居住地域における教授用語政策

ゴロ…ヴニン文相の時代の教授雷諮問題の検討がヨーロッパロシア中央部34県あるいは西

部諸県に眼定されていたとすれば，トルストーイ文相の時代に，主として 70年代に先に述べた

異族人を含めて，それ以外地域の非ロシア民族の教授昔話問題が徐々に浮上してくることにな

る。

それまで，文部行政の管轄下にはなかった地域のひとつポ…ランドでは， 1864年勅令では「母

語Jによる教授が礁周として存在していたが，政府，文部省は， 63年蜂起の鎮圧後 r王慢」の

地位を剥奪し， 66年から帝国共通の行政制度に組み込むことをめざし全教育施設の改造が始ま

る。初等教青では， 1864年勅令ではなお母語による教育の配慮もあったが，その後トルストイ

文相のもとで法に修正を施さず漸次行政的措援によって r母語」ポーランド語の格下げとロシ

ア語教育の導入 (1869年)とその必修化をめざし，その上で現に 1868年にはトルストイが構想

していた教授言語のロシア語化の方針を 1871年に決定するに至るぺまた，特別行政区であっ

たカフカ}スについては，なお文部省の直接の所管とはならなかったが，徐々に帝国の教育制

度との共通化がめざされ， 1867年にはカフカース学務規程(1873年に改訂)が成立し，初等教

育では，現地人のための地方語の教育(許容)とともにロシア語教育を強化し，教授雷語はロ

シア語を原則とするという方向が確定した *8。また，バルト沿岸地域については，政府内に 1867

年から既にロシア語教育の否定的現状，その打縄の必要に関する議論はあったものの，具体的

な改革はやや遅れて 1870年から 73年にかけて，村落部の政府立の正教学校と家庭学習の制度

を整備することを通じてようやく文部省がこの地域の初等教曹に関与するための足がかりを得
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た*90ドイツ系貴族とプロテスタント僧留が大きな覇権を手ぎするこの地域においては，教授宮諮

の問題はなおー殻的な形で方針化するにはいたらなかった。

これら辺境地域における 60年代後半から 70年代の前半の流れは， 64年規程との整合性をめ

ざして帝題全体の教育制度を確立しようとする動さのなかにあり，その延長線上で，地域琵は

あるものの，まずはこれらの地域の非ロシア畏族の母語あるいは地方語の教育に対するロシア

語教育の優位・強化をめざし，可能ならば教授言語のロシア語化をめざそうとするものであっ

た。

1880年代に入って，ツアーリ暗殺事件の後，この動きは一挙に加速化する。

よく知られているが82年から 83年にかけてバルト沿岸地域の調査が元老院議員マナセイン

によって実施されたが，それは 70年代未から 80年代初頭の社会運動を背景に行われたもので

あったが，その84年の報告で，富民教育に関しては，教区学校と都市学校ではドイツ語にこそ

住意が払われているがロシア語学習はいかにも形式的なものであると現状批判を行っていた。

同報告は内務政策の課題実現にあたっての学校の特別な位霞を強調しながらバルト海沿岸地域

を含むロシア辺境のあらゆる教育施設において可能な眠りより広範にロシア諾を導入すべきこ

とを要求したという *100

1870年代ロシア語教育の導入を既に試みていたポーランドでは，ついに 1885年にはロシア

語教授原則を確立する。同年3月の法によって，各種初等学校での教授はロシア語によるとさ

れたのである山。例外は，神の法と母語であったが，しかし，以下の規定にみるように母語で

の教授を完全許容したのではなく r母語での教授もなしうる」という例外規定であった。「あ

らゆる都市，グミーナ，村落の初等学校での教授は，非正教信仰の神の法と生徒の母語を除き，

ロシア語で行われる，また，これら(例外の二科自一引用者注)は母語によってもなされうるJ

と。さらに rいったいいかなる雷語を当該ニ科白の教授言語として承認しなければならないの

かという点についての疑義が生じた場合，これは学窓総監がワルシャワ総督との合意の上で決

定するJ (1893年法典第3686条)と母語による教育への強い疑念もあり，どちらかといえばロ

シア語による教授が原則と判新される規定であった。

パノレト沿岸3県では，文部省は 70年代この地域の初等教育に関与しうる足がかりを得うるの

が精いっぱいであったが， 1885年には，初等学校でのロシア語教育を義務づけ， 1886年には3

県の全初等霞畏学校，教員セミナリアを文部省に従属させ，翌年には rリフリャント，クノレリャ

ント，エストリヤント県初等学校管理臨時補則」という初等学校に関する地域統一法を成立さ

せる (70年代これをめざしたが果たせなかった)*120 この際，教授言語については，規定を以下

に示す*が，神の法と教会歌の二つの宗教科目は例外で母語で行われ，その他のあらゆる科目

については，①一級制村落学校では，第一次的な教授書語としてのロシア語を導入し，その地

域の「母語J，すなわち， ドイツ語，エストニア語，ラトヴィア語と並列させた。②上級の村落

学校と都市部の学校では，ロシア語での教授を原則とし，都市部での学校では r母語Jは「初

期学習の補助手段」として利用しうるという形で格下げし，限りなくロシア語教授雪語原則に

近い制度を導入した。

* 一級制の各種村落学校においては rすべての科目は，ロシア語，エストニア諮，あるいはラト
ヴィア語で，望ましいと思われる言語で行われるが，後年はあらゆる科呂が，神の法と教会歌

は除いて，ロシア誘で教授されなければならないことを判断して行われなければならない。神

の法と教会歌は生徒の母語，すなわち，ロシア語，ラトビア諮，あるいはエストニア語で，地
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域住民を考慮して，教授することができるj，また，すべての教区村落学校及び二級制学校の二

級諸学年においては r神の法と教会歌を除き，ロシア語で行われる j，そして，さらに，都市

部の学校では r神の法と教会歌は，ロシア語と悶様，生徒の出身種族に応じてドイツ語，エス

トニア諾，ラトピア語で教授され得る。その他の科目は，ロシア語で行われるが，エストニア

人，ラトピア人， ドイツ人の生徒には，初期学習の補助手段として，母語の使用を伴って行わ

れるj (1893年法典第3640条)と規定された。

教科教背としてのロシア語普及策は先の規則成立後90年代強行され，教授言語のロシア語移

行も 90年代半ばまでに進行し，実際90年代半ばからは母語での教授が許されるのは神の法と

教会歌のみとなったという*九つまり，ポーランド並み実質の教授言語政策がめざされたので

ある。

カフカースについては，既に， 1860年代に制度基盤が成立していたこともあり，上記ふたつ

の地域よりもロシア語教育の普及また，教授雷語のロシア語化は既に進行していた。しかし，

80年代に入りやはり現地語の排除，そして，教授言語のロシア語化は強化され， 90年代に半ば

までにその動きは加速する。 1894年カフカース学区総監によると，グノレジアの例であるが， 90 

年代半ばまでに例外なくロシア語で教授されている学校数の割合は，過去20年の間に 49.8%

から 73.4%に増加し，他方，全教授が現地語(トゥゼムスキー)で行われている学校は， 1879 

年に 17.9%であったが，現在はそのような学校は全く存在しないと報告されるまでに，ロシア

語教授が支配的となっていた*140

以上，辺境3地域では， 80-90年代に共通してロシア語教授言語原則を確立する方向で政策

展開が図られたが，まずは，その原知がいち早く成立したカフカースで90年代までに実態とし

てもかなりの普及をみた地域，また，開原則が母語と神の法を例外として(とはいえ限りなく

原則に近い例外として)制度化されたポーランド地域，そして，同原則は完全には成立しなかっ

たが，神の法と教会歌を例外として，ロシア語を教授言語の第一次的言語に位置づけ，他方で

母語を初期学曹の補助手段として制度化しつつさらに実質はポーランド並みに教授原則ロシア

語化をすすめていたバルト沿岸地域，三様の制度展開が存在したのである。

阻. 1905年革命と教授章語改革

以上，政府がめざしていたのは，ヨーロッパロシア中央部34県のロシア語教授言語原則を基

準に，これをまずは，南西部諸県，そして，北西部諸県において徹底し，遅れて，辺境地域で

は，カブカース，ポーランド，バルト沿岸のJI簡でその策を漸次普めつつあったといってよい。

それらは地域毎のバリアントそもちながらもロシア語教授言語原則を全帝国において貫こうと

するものであった。その際，北西部地域やバルトでみたように，教授言語のロシア語化をめざ

すなかで，その地域の雷語を補助的手段にその地位を格下げしていた例に注目しておかなけれ

ばならない。それはロシア語(のみ)教授原則に移行する富前の形態であったからである。

しかし， 80年代以降のこのような策の強化は，即座にこれに対する抵抗・反発を生み，これ

に20世紀初頭からの文字どおり母語での教授を求める民族運動が加わり，政時はそれまでの策

を継続することが臨難となっていく。例えば，ポーランドや商部地域での「秘密学留」の普及，

これに対する懲罰規則をもっての政府の反撃，また，バルト地域でもロシア鰭教脊に対するド

イツ系貴族やプロテスタント僧侶の敵対は強烈であった。このような動きのなかで政府内部に

もその強行策が帝国支配にとって望ましいものかどうかを撰う議論も様々な形で現れてくるこ
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とになる。

1905年革命は，政府による教授言語政策の展開にやはり決定的な影響を与えたヘ以下，地

域毎の，また，全体として教授言語政策の転換の方向を見極めることにする。

1.西部とポーランド

まず，ウクライナに関することであるが，この地域で現われて来た「小ロシア諸県の初等国

民学校で(小ロシア語)読み書き教育を実施」したいという要求に対して， 1906年の文部省の

回章はこれ自体は拒否したが f初期の学習に際して補助的手段として，小ロシア方曹を利用す

ることは全く不都合はない」と認めたのである叫。ロシア語教捜原期の例外すら認められてこな

かったこの地域では，わずかであるが一歩前進である。

次に，既に述べたように神の法にまでロシア語教授原則を及ぼしていた北西部諸県では，1906

年までに次のような規定によって，神の法ロシア語教授が撤回されるに至った。文部省管轄下

の全初等学校に関して fあらゆる種類の教育施設において，非正教キリスト教信仰の神の法が

教授される場合，それは生徒の母語で行われる 0・…っ(1893年法典第396条第四項への， 1906 

年追加住1)。この規定は，一般的には，神の法は「母語」によるとの原則が打ち立てられたこ

とを意味するが，革命を前後してリトワニア語を母語として承認する動き(1904年以降リトワ

ニア語出版物の解禁，続いてリトワニア語の解禁叫)のなかで，この地域のカトリック信仰の者

には母語つまりリトワニア語による教授が原則とされたのである。また，この地域では 1906年

以降教科リトワニア語教育が導入され，また，算数教育にリトワニア語による教援が許可され

た判。

さて，ポ…ランドでは， 20t世紀に入り，ロシア語教育，教授言語をめぐる問題は学校ボイコツ
ト運動にまで及びまさにし烈な閤争となっていたが，政府は，急ぎ，ロシア語に対してますま

すその地位を低下させて来ていたポーランド語の地位を母語の地位にひきもどし，ポーランド

と神の法に十分な教育を約束することを余儀なくされる。 fa.ワルシャワ学区のあらゆる種

類の教育施設において，神の法教授とポーランド語授業のために十分な時間数が確保されなけ

ればならないことを決定する」と。そして，教授言語については， fb.初等学校におけるポー

ランド語の教授は， (中略)ポーランド語によって行われることを確認するJ(1893年法典第396

条第四項， 1906年追加控2)と，これまでロシア諾での教授の「例外Jとしつつも，おそらく

実擦にはその雷語の使用を抑圧してきたポーランド語をロシア語に変わって教授言語とすると

いう確認，逆にいえばこれまでのロシア語を教授言語とする方策の撤回であった。また，先の

リトワニアについて述べた神の法「母語J教護原知の規定は，同時に間じカトリック闘のポー

ランドについても適用するものであったから，結局この神の法とポーランド語の教育について

は，基本的に母語たるポーランド語によるものと認め， 80年代以降の政策を撤回するというも

のであった。

2.バルト沿岸地域とカフカース，輿族人教育

バルト諸県については， 1905年6月に，文部省がバルト海沿岸地域教育規程の再検討に入る

ようにとの決定がなされたが，そこでは，バルト諸県の教授雷語を規定した条項(1893年法典

3640条)を以下のように修正することを確認している。「バルト沿岸の教青施設のあらゆるクラ

スにおいて，神の法，聖歌，および，地方語の教授は，母語で行わなければならない。」神の法，
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教会歌の母語原則については， 1880年代以降制度化されていた事実であるが，ロシア語教育強

化への強い抵抗から，この母語原則に地方語の教育を含まざるをえなくなったのである。「地方

語」は補助的手段から母語の地位にもどったのである。また rリガ学区の一級制学校，また，

その他の初等学校の算数の学習に際しては地方住民の要請に応じて，ロシア語の他に，生徒の

母語を使用することを可能にする。J吋とあるように，リトワニアと同様算数教育の母語使用許

可に踏み込むことになっている。その後学区レベルの回章では， 1906年 10月全初等学校で，

校生徒の民族構成が一種である場合に最初の 2年聞に限りすべての科目について母語での教授

を発している(これは 1913年廃止)*60 

カブカースについてであるが，ここでも変化が見られる。 1905-6年 1年次の教育におい

て母語による教脊を導入した。 1年次に母語による教育 2年次に漸次ロシア語による教育に

移行 3年次はロシア語による教育へと，つまり，地方語教育から漸次ロシア語教育への移行

という方策である*7。それは， 1870年規期の rl.ほとんどロシア化されておらず，ほとんど

ロシア語を知らない者J の子弟の教育に関する方策を採用したものであった。また，ここでも

1 2年次母語による算数教育が認められたという *8。

さて，最後に，異族人教育の問題であるが， 1906年3月に巽族人新規則 r東部・南東部居住

異族人初等学校規部J (1907年に一部改訂)が制定されている。その異族人対象s:分は，前規則

にあった「ロシア化」という区分をやめ，また， 1864年規程が適用される地域に関する産分を

規那から除外し， r A.全くロシア諾を知らない(あるいはほとんど知らない)異旗人子弟」と

rB.生来のロシア人と混在して住み若干ロシア語を知っている異族入子弟Jと，二区分のみと

した。そして，教授雪語については，前者は，一級制レベルの初等学校およびクラスでは「母

語で教育が行われる……，続く年度はロシア諾での教授が行わなければならないJ (第 11条)

と，これは基本的に変化はないが，後者は r最初の年度において，彼らの母語たる方言で行う J

(第17条)*9とし， 70年規剣において，初期学留の口頭説明に際してのみ認められていた方言

が，最初の学年全体においてその利用が認められるに歪り，異族人全体としてみれば，初期学

習に限ってであるが，母語による教授を補助的手段ではなく認めるものとなっている。

3. 1905年革命後の展望

以上のように， 1905年から 1906年にかけて，教授言語の問題について帝国全体で一挙にその

改革が始まったといえる。ウクライナでの教授補助手設としての小ロシア語利用の容認，ポー

ランド，バルト沿岸地域，リトワニアでの総じて， 1880年代以障のロシア語教授古語政策の撤

蕗，それ以前の状態への復帰，カフカ}ス，異族人地域での母語による教授の容認・拡大の方

向である。

もちろん，この前進は，各地において初期学習の例外としての母語あるいは地方語の利用を

一時的なロシア語教育導入への手投として認めるという枠のなかでの前進であり，いずれも

終的にはロシア語での教授を行うという意味でのロシア語教授原則をくずすものではなかっ

た。ふりかえるなら， 1860年代以捧の教授言語政策，すなわち，ロシア語教授言語原則とその

例外・逸脱の許容の枠組み内において，ロシア語の教授言語化を推進する政策は，なお貫かれ

ていたのである。

しかも，その前進の方向は長続きしなかった。革命の鎮圧とともに再び前進から後退へとい

う流れも 1908年以捧の反動期に各地に現われてくるのである。
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しかし，にもかかわらず，この 1908年に文部大臣シュヴァルツが出したといわれる 9月 16日

付特別問主主(筆者未見)は性自に値する。!日ソ連の教育史家オソスコープの雪葉をそのまま引

用するなら rそれは学習の最も初歩設階にのみ地方語の利用を許可し，その利用は生徒のロシ

ア語獲得の成功の度合いに応じて出減しなければならない」という命令であるが刈，これは既

に19世紀以来の展開においてみてきた地方語からのロシア語への漸次移行を認めるという方

策としか考えられない(オソスコープは 1905年の革命時の譲歩を切り刻むという文脈の中で引

用している)。これが帝国全般に適用するものであったとすれば，これは 19世紀60年代からの

教授言語政策の基本的な流れからすれば，すなわち，ロシア語教授原則からの逸脱・例外のな

かでもっとも大きな逸脱・例外であった。例外規定を認めない 64年初等国民学校規程の教授原

則と 1870年規県立の最大限の逸脱規定の陪でいずれかとといえば，前者に向かつて帝属各地の教

授雪語政策が展開していたとすれば， 1905年革命後は逆に後者に向かつて振り子はゆれてお

り，シュヴァルツの 1908年の回章は，その最大限の逸脱の基準に到達したものといえる。それ

はまた，ゴローヴニンが60年代改革期にロシア語教援苦語規定の注記に隠して提案した最初の

案でもあった。その意味で60年代以降の政策におけるロシア語教授原期の役割はここで終え，

これ以障は，全く別の枠を求める段階に入ったといえる。ロシア帝国の初等教育史において民

族言語問題はもはや後退しえない段階に入った。
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